別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費
	事業名:こころの健康・自殺予防対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　精神保健福祉担当　電話番号：058-272-1111（内　2544）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,542千円（前年度予算額：1,542千円）
	事業内容


	１　事業の内容


平成21年3月に策定した「岐阜県自殺総合対策行動計画」等に基づき、平成24年度までの「自殺予防緊急対策事業」と併せて、自殺対策に総合的に取組み、県内の自殺者数を平成25年度末までに420人以下への減少を目指す。
県民が自殺やうつ病に対し正しい知識を持つためにこころの健康づくりを行い、自殺のサインに気づき、見守り、支えあう地域づくりを推進する。
（１）岐阜県自殺総合対策協議会の開催
（２）自殺予防ネットワークの構築
ア　岐阜県自殺総合対策行動計画の見直しについての検討
イ　かかりつけ医等に対する研修
ウ　自殺未遂者等ケアリーフレットの作成、配布
（３）相談窓口ネットワークの構築
　　　○関係機関の相談窓口のネットワーク化を図る。
（４）自死遺族対策
      ○自死遺族の集い等自助グループの支援
      ○自死遺族ケアリーフレットの作成、配布
	２　所要経費


（１）岐阜県自殺総合対策協議会の開催（継続）　　　　 357千円
（２）自殺予防ネットワークの構築（継続）　　　　　　 754千円
（３）相談窓口ネットワークの構築（継続）　　　　 　　 83千円
（４）自死遺族対策（継続）                         　348千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　 1,542千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　４　生涯を通じての健康づくりに取り組む
・県民が自殺やうつ病に対する正しい知識を持つために、こころの健康づくりについての啓発を図り、周囲の人の自殺のサインに気づき、専門機関につなぎ、見守り、支えあう地域づくりを推進する。
	２　これまでの取組状況


全国の自殺者数は、平成10年に3万人を超え、その後も高い水準が続いている。岐阜県においても、平成22年は425人であり、平成9年の396人と比べ高い水準で推移している。
このため、社会的な取り組みで総合的な自殺対策を推進することを目的に平成19年に岐阜県自殺総合対策協議会を設置し、平成20年度末には、平成25年度末までに自殺者数を420名まで減少する事を目標とした「岐阜県自殺総合対策行動計画」を策定した。
また、経済不況による厳しい経済･雇用情勢から、自殺者数の増加が懸念され、平成２１～２３年度は、国経済危機対策としての「地域自殺対策緊急強化基金」による自殺予防緊急対策事業に取り組んだ。
	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県自殺総合対策行動計画に基づき関係機関が連携して取り組むことで、従来の精神保健的観点のみならず、社会的要因を踏まえた総合的な取組みの必要性の共有化を図ることができた。

今後も関係機関が連携して、相談支援体制の強化、人材養成、普及啓発等の自殺防止対策を推進して、県内の自殺者数の削減に取り組む。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,542
	771
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	771

	要求額
	1,542
	771
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	771

	決定額
	1,542
	771
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	771


